
基本目標1　子どもが心身ともに健やかに育つ環境づくり 【評価基準】

1　教育・保育環境の充実
Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

‐ 236,500

47,297 63,343

‐ 338,101

325,368 364,984

学校教育課

- -

- -

- -

- -

- -

- -

‐ 44,992

33,420 32,098

資料1-1

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

Ｂ

平成２８年度の状況（Ｄ）

評価の理由

公立幼稚園では、幼稚園教育要領及び阪南市学
校園教育基本方針に基づき、適切な環境の中
で、教育保育を実施することができた。
私立認定こども園に対する、施設型給付費支給
については、各施設に対し、適正に支給するこ
とができた。

質の向上を反映した公定価格に基づき、施設型
給付費を適正に支給することにより認定こども
園等の充実を図った。
保育所・認定こども園（２・３号認定）
施設型及び地域型保育給付費
３５９，４２７千円   延べ６，４３８人分
委託費
５，５５７千円　　　　 　　延べ５０人分

保小連絡会や体験入学等を実施し、情報交換や
情報共有を通じて連携を図った。
隣接する小学校とは乳幼児と児童の交流を深
め、互いの教育の充実を図った。また、中学生
の職業体験を受け入れ、交流を実施した。
幼保の保育交流を深め、同じ小学校へ就学する
幼児がつながるよう配慮するとともに、幼保の
教職員が同じ研修を受けるなど、互いの教育・
保育への理解を深めた。

適宜、各校園にて実施することができた。

幼小連絡会・体験入学・個別の見学等を実施
し、小学校の先生との情報交換を通じて連携を
図った。
中学生職業体験受入れ、交流を実施した。
隣接する幼小については、園児・児童の交流を
深め、互いの教育の充実に努めた。
幼保の交流を深め、同じ小学校へ進学する幼児
がつながるよう配慮した。
教員の保育所１日保育体験の研修を取り入れた
ことで、保育所保育についても理解を深めた。

適正な給付を行うために、各幼稚園と連携し、
保護者への周知・説明に努めた。

就園奨励費
支給額２９，７５７千円　支給人数２２４人
助成金
支給額２，００６千円　支給人数  ２２１人

3 私立幼稚園就園助成等事業
新制度に移行しない私立幼稚園に
通う園児の保護者に対する就園奨
励費補助金等を継続します。

2 保・幼・小・中の連携

幼保それぞれの連携に加え、小
学校・中学校との連続性や連
携・交流について検討し、推進
します。

学校教育課

A
子ども子育て新制度に移行しない私立幼稚園について
は、本制度が適用されるため、国基準の改正等適切に
反映していく必要がある。

継続
引き続き、各幼稚園と連携し、保護者への周知・
説明に努め、適正な支給を行う。

教育総務課

Ｂ

幼稚園教育要領・小学校学習指導要領改訂に向けて、
より幼小連携・接続が重視されていることを踏まえ、
職員間のそれぞれの教育内容についての理解を深める
重要性がある。接続を意識し、研修の充実を図り、幼
小の教員が共に研修できる機会を設定する必要性があ
る。

継続

現在行っている取組を継続して実施することに付
け加え、文科省作成の「スタートカリキュラムス
タートブック」の更なる周知を行うとともに、幼
保・幼小の連携をさらに深め、互いの教育保育内
容を体験する研修を実施する。

教育指導部分が主のため、特段なし。 継続 引き続き各校園で実施し、連携を強めていく。 教育総務課

Ｂ

保育所保育指針の改定を踏まえ、就学前の教育・保育
の重要性や保・幼・小の連携や接続が重視されている
ことを職員が十分に理解を深める必要性がある。小学
校との接続を意識し、保・小の教職員が共に研修に参
加できる機会や交流、情報共有できる機会を設定して
いく必要性がある。

継続

現在、行っている取組を継続していくことに加
え、幼保・保小の連携や交流をさらに深められる
よう、互いの教育・保育内容を体験する研修等を
実施する。

こども家庭課

継続

各施設の連携を図りながら、子どもたちが安心安
全な教育・保育を受けることができるよう、幼稚
園運営を実施していく。
施設型給付については、制度改正等を適切に反映
し、給付を行う。

尾崎幼稚園とはあとり幼稚園が同じ園舎で工夫しな
がら運営している中、今後の状況を教えてください。
平成３２年度までは、現体制を実施するとの決定をさ
れましたが、再構築も含め公立幼稚園の今後のあり
方について、方向性はどうなるのでしょうか。
進捗状況の情報提供はどう行っているのですか。

尾崎幼稚園については、耐震工事を発注している段
階です。耐震工事終了後の施設で卒園していただくこ
とを目指しております。
今後につきましては、子ども・子育て拠点再構築を含
めて、今後のあり方について検討を進めていきます。
進捗状況の情報提供については、議会や保護者等
にむけて随時行っていきます。

教育総務課

小学校や中学校との連携については、認定こども園
でも実施しています。記載漏れではないですか。

今後、認定こども園について表記し、記載を改めさせ
ていただきます。

こども家庭課

阪南市子ども・子育て支援事業計画の施策・事業等にかかる平成28年度実績等取りまとめ表(案）

教育・保育の提供体制の充実

施設型給付により、保育所
（園）、幼稚園、認定こども園
の充実を図ります。また、幼児
期の教育・保育を総合的に提供
する、認定こども園等を普及し
ます。

1

課題（Ｃ）ＮＯ

公立幼稚園の今後のあり方を検討する中で、まずは耐
震診断を実施し、適切な環境整備に向けて現状を把握
し、各施設の耐震補強等を進めていく必要がある。ま
た、それぞれの就学前施設の連携を図り、保護者や子
どもたちのニーズに合わせたケアを実施していく必要
がある。

Ｂ

Ｂ

公立保育所については、老朽化が激しく、防災上の問
題等多くの課題を抱えている状況である。少子化が進
行しているなか、共働き世帯の増加などにより保育
ニーズが高まっており、定員超過状況にある保育所と
定員を充足できない幼稚園との充足率の不均衡等の解
消が必要。

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 担当課指摘事項への対応状況事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円） 評価 今後の予定 取り組み方針

教育総務課記載のとおり

継続
子どもたちが毎日安全に教育、保育を受けること
ができるよう、保育所（園）、幼稚園、認定こど
も園の充実を図っていく。

1 ページ



【評価基準】

2　次代の親の育成
Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

‐ -

35 -

- 378

396 373

- -

- -

- -

- -

3　放課後児童健全育成事業の充実

- 219,913

67,247 192,509

- 603

448 442

- 567

567 567

例年取組みが、同じことの繰り返しにならないよう、
内容、取組み方法等を見直しながら、進める必要があ
る。

継続

学校園や地域の特色を活かした各地域教育協議会
の成果と課題を共有する機会を設けるとともに、
子どものよりよい成長を促すための活動を充実・
発展させる。

地域の各福祉関係団体の平成３０年度以降の方向
性が触れられていません。社会福祉協議会等の今後
の関わりかたを追記していただきたいです。

内容、表記を精査し、方向性を示していきます。

喫煙防止講演会については５校、性教育につい
ては４校に対して行い、計８７５名の児童、生
徒に命の大切さを伝えることができた。

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

Ｂ

Ｂ

各中学校区で実施している地域教育協議会で交
流やフェスタを実施した、また、各所において
盆踊りや秋祭り・地引網体験・焼いも交流等、
地域行事に参加することで、様々な世代や地域
の方と交流した。

各中学校区で組織している地域教育協議会で交
流やフェスタを実施した。また、各校園におい
て、地域の各福祉関係団体などと交流した。盆
踊りや秋祭り等、地域行事に参加することで親
しみを持ち、世代を越えて地域とのつながりを
感じることができた。

生涯学習推進室
活動拠点が市内に３ヶ所のみであるため、会場から遠
い子どもが利用しにくい。

継続

市民協働提案事業である本事業は、当初の計画で
は中学校区ごとに活動拠点を設置する予定であっ
たが、事業開始から４年を経過しても３か所のま
ま増加できていないため、現状を踏まえ、今後に
ついて提案団体と協議を行う。

9 放課後の子どもの居場所事業

阪南市内の小・中学校が平日の放
課後子どもの居場所を地域に確保
するとともに、設定活動ではなく、
子どもたち主体の自由な活動を行
います。

Ｂ

健康増進課

5 ヒューマンライツセミナー
人権意識の向上・啓発活動のため
実施している事業。職員以外に一
般市民も参加します。

A

ヒューマンライツセミナー啓発講座への参加者数を増
やすため、新たに周知方法に自治会の回覧板を取り入
れたが、参加者アンケートで検証したところ、費用対
効果が低いという結果となった。

継続
ヒューマンライツセミナー啓発講座への参加者数
を増やすため、費用対効果も念頭に入れつつ、効
果的な周知方法の工夫を図る。

人権推進課

望まない妊娠を防ぐことや性感染症、喫煙の害などの
知識を伝えることは命の大切さを感じ、次代の親の育
成にもつながるため、今後も継続して正しい知識を普
及していく必要がある。

継続
小中学校と連携をとりながら、今後も思春期関係
健康教育を行うことで、命の大切さを伝え、次代
の親の育成をしていきます。

中学校からの依頼を受けてのふれあい事業について
平成２９年度に２校の中学校が実施していませんが、
地域と連携し実施してほしいです。
実施している学校と実施していない学校の基準はあ
るのでしょうか。

学校からの依頼により健康増進課職員や外部講師を
依頼し、内容等学校と調整し学校に出向き実施して
います。(健康増進課）
小・中学校でのカリュキュラムにおいては、全校で実
施しています。この事業については、性教育の一環で
市の施策として実施しており、事業の重要性を認識し
ておりますので、今後実施も含め検討していきます。
（学校教育課）

4

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見

思春期関係健康教育

小中学校において、喫煙防止講演
会や性感染症予防教育、胎児の
成長や妊婦疑似体験・沐浴実習・
乳幼児とのふれあい体験を通じて
命の大切さを伝えています。

6

例年の取組が、同じことの繰り返しにならないよう、
内容や取組方法等を見直しながら、進める必要があ
る。

継続

学校園所や地域の特色を生活かした各地域教育協
議会の成果と課題を共有する機会を設けるととも
に、子どものより良い成長を促すための活動を充
実・発展させる。また、より地域に密着した取組
（地域との合同避難訓練など）を行う。

平成２８年度のヒューマンライツセミナー（全
６回）の参加者は９４５名で、市民の参加も多
数あった。

世代間・地域交流
中学校、小学校、幼稚園、保育
所（園）、認定こども園と地域
との交流事業を実施します。

8 放課後こども教室推進事業

自主性・主体性・協調性のある子
どもの育成のため、市内４小学校
において、スポーツ・文化活動など
の体験活動や地域住民との交流
活動を行います。

Ｂ

１教室で定員を超えた申込みがあり、抽選を行った
が、定員の増加、安全管理員の増員について検討をす
る必要がある。コーディネーターが高齢化しつつある
ため、後任の育成について検討が必要である。

継続
コーディネーター、安全管理員の確保に努める。
活動内容については、新規プログラムを導入し、
マンネリ化を防ぐ。

平成３０年度への方向性の表記について、対象児童
が変わっていく中、新規事業ばかり導入はいかがなも
のでしょうか。「マンネリ化」の表記は適切でないので
改めていただきたいです。

7 阪南市留守家庭児童会

保護者が労働等の事由により昼間
家庭にいない児童に、適切な遊び
及び生活指導の場を提供し、その
児童の健全な育成を図ります。

Ｂ

平成２８年度より高学年児童の受け入れを開始
し、保護者のニーズに応えることができた。土
曜日開設、振替休日における早朝保育の受入を
開始するため、指定管理者と調整を行い、実施
準備を行った。小学校の統合により、東鳥取留
守家庭児童会の新築を行った。指定管理者が支
援員に対して人材育成研修を行い、資質向上を
図った。指定管理者とは月一回定例会を開催す
る他、随時情報交換・情報共有することで、児
童の安全確保・健全育成に努めた。

担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

指摘事項への対応状況

Ｂ

こども家庭課

学校教育課

生涯学習推進室

生涯学習推進室

高学年児童の受け入れを開始したが、小学校の整理統
合に伴い、余裕教室等を利用しての運営が困難となっ
た児童会がある。
土曜日は年間で数回しか開設できていないため、保護
者のニーズに応えられていない。全ての土曜日を開設
できるよう、指定管理者と調整を行う必要がある。

継続

入会希望者をすべて受け入れできるよう、施設整
備に取り組む。
放課後児童支援員の資質向上のため、人材育成・
研修体制の強化に努めるよう指定管理者に指示・
指導を行う。また、認定資格研修を府の指示通り
の人数が受講できるよう、管理監督を行う。
指定管理者とともに、安全確保に努め、小学校と
の連携を図る。

スポーツ活動と文化活動を月２回土曜日に実施して
います。好評なプログラムについては継続し、子ども
の反応を見極めつつ、事業の選定を行っていきま
す。「マンネリ化」の表記については、記載を改めさせ
ていただきます。

年間を通したスポーツ・文化活動に加え、全体
交流会では、水泳教室を開催し、多種多様な活
動を体験してもらうことができた。運営に不可
欠な安全管理員は、生涯学習関連の会議での周
知や広報での募集、参加児童の保護者の協力に
より、必要人数の確保ができた。

提案団体と関係各課で連絡協議会を開催した
他、子どもたちが安心して過ごせる居場所とな
るよう適宜情報交換を行った。

2 ページ



【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

- -

- -

基本目標２　子どもの人権を尊重し、安全・安心に暮らせる環境づくり

１　ひとり親家庭などに対する支援の充実

- 281,790

287,148 287,644

- 42,500

40,068 43,206

‐ 3,938

3,725 3,461

- -

- -

商工労働観光課
(H29.4～まちの
活力創造課に課

名変更）

こども家庭課

市広報誌や市HP等で周知を図っているものの、雇用情
勢の動向等の影響もあり、相談件数や各講座の申込者
数は、府内他市町村と同様に減少傾向にある。しか
し、真に困っている方々、いわゆる就職困難者はます
ます潜在化し、そうした就職困難者等の掘り起しも含
め、関係機関との連携強化や就労支援事業の周知方法
等の検討が必要である。様々な要因を抱えた就職困難
者等に対して、関係課や機関と連携し、きめ細やかな
相談業務を行うが、なかなか雇用・就労へとつながら
ない状況にある。

継続

利用者に応じたきめ細やかな相談業務を行うとと
もに、広報誌や市ウェブサイト等の活用及び関係
機関との連携強化を図り、地域就労支援相談業務
や各講習会の開催など周知啓発に努める。
また、自治会をはじめ民生委員・児童委員、校区
福祉委員会、ＣＳＷなどの関係団体・機関と連携
を強化し、潜在化した就職困難者等の掘り起し等
に努めるとともに、講習会の開催方法や内容の見
直しをはじめ、庁内関係課や大阪府等関係機関と
の連携及び「ハローワーク求人情報のオンライン
提供サービス」の活用など、より効果的な就労支
援事業の強化及び市民サービスの向上に努める。

年間に数日ある、留守家庭児童会の土曜開設日
に、一部の放課後子ども教室でスポーツプログ
ラムを実施し一体化を図った。

14 母子父子寡婦福祉資金（貸付
事業）

母子・父子・寡婦家庭の経済的自
立の助成と生活意欲の助長を図る
ため、資金の貸し付けを行いま
す。

A

窓口に貸付制度や就労支援等の案内チラシを配架して
いるが、今後きめ細かな支援をしていくには、広く周
知することや専門的な相談窓口、専門の自立支援員が
必要である。

継続

貸付制度について、広報誌やウェブサイトを活用
することで周知に努め、また生活状況の相談業務
について関係機関との連携を強化することで、よ
りきめ細かな支援を行う。

13 地域就労支援事業

就職困難者等からの雇用・就労に
関する相談をはじめ、能力開発講
座の実施や関係機関との連携な
ど、雇用・就労の支援を行います。

Ｂ

複雑多様化する市民ニーズへの対応や市民サー
ビスの向上を図るため、総合相談窓口を実施
し、利用者に応じたきめ細やかな相談業務を行
い、介護職員初任者研修講座や「就職支援セミ
ナー」、新たに「女性のための起業セミナー」
を開催するとともに、平成27年9月から導入し
ている「ハローワーク求人情報オンライン提供
サービス」の専用パソコンを相談室に配置し、
就労支援事業の強化及び市民サービスの向上に
努めた。

貸付申請１３件
相談対象世帯の生活の安定と向上のために必要
な貸付を行うことにより経済的自立の助成と生
活意欲の助長を図り、あわせてその扶養してい
る児童等の福祉の増進を図ることが目的であ
る。府の制度である貸付ではあるが、貸付事務
の窓口として相談者の状況を聞きながら、生活
状況で困っていることはないか、自立に向けて
の希望（技能習得、資格取得等）などについて
共に考えていくことで総合的に支援を行った。

こども家庭課

12 ひとり親家庭医療費助成事業
ひとり親家庭に対し、医療費の一
部を助成することにより、必要な医
療を受けやすくします。

A
ひとり親家庭医療の助成対象条件が所得制限や住所要
件、同居扶養義務者など制度上複雑であり、関係各課
や関係機関との連携強化が必要である。

継続
ひとり親家庭医療の制度について、広報誌やウェ
ブサイトの活用、関係各課及び関係機関との連携
強化を図ることで周知に努める。

こども家庭課

手当の支給対象条件が所得制限や住所要件、同居扶養
義務者など制度上複雑であり、関係各課や関係機関と
の連携強化が必要である。

継続
児童扶養手当の制度について、広報誌やウェブサ
イトの活用、関係各課及び関係機関との連携強化
を図ることで周知に努める。

11 児童扶養手当

離婚等によるひとり親家庭の生活
の安定と自立を促進するため、子
どもを養育する人に対し、年３回支
給します。

A

助成件数１５，５１３件
受給対象世帯６１０世帯
対象者　親６０５人、子９３８人
医療費の一部を助成することで、必要な医療を
受けやすくし、ひとり親家庭の生活の安定や健
康の保持に寄与し、福祉の増進を図った。

10
放課後子ども総合プランの推
進（留守家庭児童会と放課後
子ども教室の一体的な運営）

国の放課後子ども総合プランに基
づき、留守家庭児童会及び放課後
子ども教室の一体的な実施に努め
ます。共通プログラムを企画段階
から連携し、小学校余裕教室等に
ついて検討を行います。

Ｃ
留守家庭児童会から文化プログラムに参加する場合
の、材料費の徴収や机の不足等、一体的に実施するた
めの課題がある。

継続
平成２９年度より留守家庭児童会の土曜日開設を
開始したため、指定管理者と協力し、更に一体化
プログラムを導入する。

一体化プログラムは平成２９年度より実施しているの
ですか。

平成２９年度より「スポーツ鬼ごっこ」の事業を実施し
ています。

生涯学習推進室

事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

受給対象世帯　５９２世帯
児童数８２９人
児童扶養手当を支給することで、生活の安定と
自立を促進し、児童の福祉の増進を図った。

ＮＯ 事業名 指摘事項への対応状況 担当課

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した
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【評価基準】

２　児童虐待防止対策の充実
Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

‐ 153

175 227

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

‐ 2,838

2,808 2,807

３　特別な支援が必要な子どもの施策の充実

‐ 54,735

51,548 49,213

‐ 97,913

83,935 131,938

A

保護者等からの相談に応じ、また子どもに関わ
る機関が連携し、児童虐待の予防、早期発見、
支援を適切に行うことができ、重大事案もゼロ
であった。

虐待予防及び発生時の対応強化において、今後も関係
機関との更なる連携が重要である。

継続
児童福祉法の改正に伴い、大阪府からのケース送
致に対応する体制を作る必要がある。

こども家庭課

こども家庭課

16

17

18
乳幼児健診や医療機関等において、発達支援が必要な
児童の保護者に対し、早期療育につなぐ情報提供が必
要である。また、発達支援が必要な児童のニーズの見
極めが重要である。

継続
児童福祉法改正により、居宅型児童発達支援が平
成３０年４月施行となり、サービスの実施に向け
て準備が必要。

健康増進課

こども家庭課

障がい児保育支援事業

未就学の障がい児などに対し、そ
れぞれのニーズに応じ、保育所で
の保育又はたんぽぽ園での療育
などを提供し、子育てと仕事の両
立を支援します。

養育支援訪問事業

養育支援が特に必要であると判
断した家庭に対し、保健師・助
産師・保育士等がその居宅を訪
問し、養育に関する指導、助言
等を行うことにより、当該家庭
の適切な養育の実施を確保する
ことを目的としています。

A

たんぽぽ園の児童発達支援の利用者について、定員を
１５名から２０名に増加させたものの、実績としては
定員に満たない状況が継続した。
また、質の向上が求められており、支援に必要な人員
の確保や適切な支援につなげらる研修等の実施が必要
である。
適切な支援につなげていくため、巡回相談や保育所等
訪問支援を実施し、各機関と連携することが重要であ
る。

継続

たんぽぽ園については、児童発達支援センターと
しての基本事業のみならず、家族や関係機関をは
じめ地域社会に障がいの理解や関わり方への啓発
に取り組む。また、現在指定管理者として運営し
ているが、平成３０年度には次期指定管理業務委
託事業者の選定を予定している。保育所では、引
き続き介助員や加配保育士を配置し、支援の必要
な乳幼児に適切な支援を行える体制を作ってい
く。子ども一人ひとりに応じた適切な介助や支援
の方法を行えるよう、巡回相談や研修を実施す
る。

障がい児支援事業は認定こども園でも実施していま
す。記載が漏れているのではないでしょうか？

今後、認定こども園について表記し、記載を改めさせ
ていただきます。

こども家庭課

たんぽぽ園については、計画どおり平成２８年
４月１日に児童発達支援センターとしての指定
を受け業務をスタートできた。
保育所については、介助員や障がい児加配保育
士を配置し、定期的に巡回相談を実施や研修会
を開催しながら、個々に合わせた適切な支援を
行うことができた。

孤立状態で育児している人などのニーズをさらにくみ
取る必要がある。

継続
研修等で相談員のスキルアップを図り、支援が必
要な家庭への相談業務を通して具体的な助言を行
う。

A

特定妊婦や児童虐待等の増加にともない、養育支援が
必要な家庭が増加しており、今後もさらに増えること
が予測される。

継続
健診や訪問等から養育支援が必要である家庭を早
期に発見し、支援を行っていく。

A
医療機関からの要養育支援提供票や訪問から養
育支援が必要と判断したケース１４人（延べ７
３人）に訪問、支援を行った。

児童が安心して生活し、かつ健全に育つよう情
報を提供し、児童や保護者等からの相談に応じ
ることができた。

障がい児通所支援事業

障がい児などの発達を支援するた
め、保護者等からの相談に応じ、
適切な療育等が受けられるよう受
給者証を発行し、障がい児通所支
援給付費等を支給します。

A
児童発達支援や放課後等デイサービスなどの利
用が望ましい児童においては、受給者証を交付
し、サービス利用につなげることができた。

健康増進課

A 相談実績なし 継続
阪南市児童虐待防止ネットワーク会議を軸に継続
的に連携を行う。

人権推進課

こども家庭課と連携を取りながら、児童虐待の
予防、早期発見、早期対応及び継続支援に努め
た。
乳幼児健診では未受診児の全数把握を行い、虐
待の早期発見に努めた。

ＤＶ相談、人権相談、女性総合相談等で児童虐
待が疑われる場合に備えて、阪南市児童虐待防
止ネットワーク会議にて年２回定期的に情報交
換を行い、速やかな連携体制づくりに努めた。

切れ目のない支援を行うためには、関係機関の連携が
不可欠であり、より滞りない連携体制の構築が必要で
ある。

継続
各関係機関と連携をとりながら、引き続き児童虐
待の予防、早期発見、早期対応及び継続支援に努
めていく。

A

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

15

Ｂ
子ども家庭センターの担当者の多忙により、連携がと
りにくいことがしばしばあった。

継続

阪南市児童虐待防止ネット
ワーク

児童虐待の予防、早期発見、早
期対応及び継続的ケアを関係機
関等の連携により行います。

年３回のモニタリング会議をはじめ、関係諸機
関と常に連携し、早期発見、早期解決に努め
た。

従来通り、連携を図り進めていく。 学校教育課

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況 担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針
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【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

‐ 51,955

42,388 46,904

- 13,092

14,073 12,014

- 4,622

1,961 1,753

- 912,267

843,856 911,028

- 14,000

13,477 14,538

- 419

422 405

危機管理課

市民福祉課

地域防災計画に定める災害時要援護者名簿（全
対象者名簿）を作成するとともに、関係団体の
周知啓発等により情報提供の同意済みの新規登
録者が167名あった。また、既存の情報共有団
体に対し名簿情報更新を行うとともに、新たに
３自治会と名簿情報提供のための協定締結を行
なった。

市民福祉課記載のとおり

24

本事業については、地域の協力により推進しているため、
情報提供同意済みの登録促進を図るのと同時に、その支
援者の増員が併せて必要となるが、担い手の高齢化など
不足している支援者の確保が課題である。
　また、広報に折り込みチラシなどを入れているが、支援
される側だけに周知する内容になっている。今後は、支援
する側としての認識を市民全体でお互いにもってもらえる
よう情報発信をしていく必要もある。

継続

安心ダイヤルの登録については、引き続き広報等で
周知し、登録者数を増やす。また、安心ダイヤルの日
常の見守り活動をする側のボランティア数を増やす
必要もあることから周知啓発を行う。また、災害時や
日常についても個別の支援体制の構築をめざす。

Ｂ

災害時要援護者支援推進事業

平成２６年３月に「災害時要援護者
支援マニュアル」を改訂した「災害
時要援護者支援プラン」を策定し、
同プランに基づき要援護者登録を
進めるとともに、登録者の同意の
下、地域の関係団体に登録者情
報を提供し、災害時の安否確認に
努める体制づくりを推進します。

市民福祉課

23 地域生活支援事業

障がい児の日常生活の自立を支
援するための日常生活用具給付
等事業、屋外移動が困難な障がい
児の外出を支援するための移動
支援（ガイドヘルプサービス）事業
などを行います。

A
支援の必要な児童に対して、自立の支援につながるよ
うに、情報提供及び支給決定していく必要がある。

継続
適正なガイドヘルプサービスの提供量と提供内容
について検討していく。

市民福祉課

短期入所については、特に医療的ケアが必要な方を受
け入れる障がい福祉サービス事業所が少ないため、緊
急時の利用が難しい状況。

継続
今後も大阪府や周辺市町と連携し短期入所がより
使いやすい状況になるよう目指す。22 障がい児福祉サービス事業

自宅での介護負担を軽減し、障が
い児の自立を支援するための居宅
介護（ホームヘルプサービス）、介
護者が病気などの時に短期間施
設で預かる短期入所、身体機能を
補うための補装具費の支給などを
行います。

Ｂ
短期入所については、特に医療的ケアが必要な
方を受け入れる障がい福祉サービス事業所が少
ないため、緊急時の利用が難しい状況。

課題であった重度の方を対象とした訪問入浴等
の要綱を制定し、Ｈ２９年度からサービス開始
の達成事項から、評価Ａにした

学校教育課

21 小・中学校特別支援教育就学
奨励事業

小・中学校の支援学級に在籍して
いる児童・生徒の保護者に対して、
学用品等の一部を支給し、経済的
負担の軽減を図ります。

A

学用品及び通学用品費における実費確認の厳格化につ
いて、保護者へ周知を徹底していく必要がある。
また、他市町村のマイナンバ－利用の状況も見極め、
導入に向け、検討する。

継続

引き続き、支援学級に在籍している児童・生徒の
保護者に対して、学用品費等の一部を適正に支給
し、義務教育の円滑な実施を図る。
また、マイナンバーの利用について、国・近隣市
町村の動向を見極め、導入に向け検討する。

教育総務課

予算の範囲内で活用するため、計画的な勤務時間の管
理が必要。

継続

小中学校の通常の学級に学習支援員を配置し、発
達障がい又はその他学習上の困難のある児童生徒
に適切な学習支援を行う。
学習支援員に対し学校配置の前に「発達障がい」
「子ども理解」「教育公務員としての心得」につ
いての研修を行い、支援の質の向上を図る。
発達障がいの特性及び特性に応じた支援の方法に
ついての研修を実施し、研修内容や意見・感想を
学校に周知し、支援員がより働きやすく、また能
力を発揮できる環境の整備を進める。

中学校１校を除く１３校に学習支援員を配置
し、通常の学級で学習上何らかの配慮が必要な
児童生徒に、個別の支援を行った。学校によっ
ては、学習支援員の増員を求める声があった。
通常の学級におけるＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自
閉症等の発達障がいの可能性のある子どもが、
適切な支援を受けながら学習を続けていく教育
システムの構築はますます求められている。

小・中学校の支援学級に在籍している児童の保
護者に対して、学用品費等の一部を適正に支給
し、義務教育の円滑な実施を図ることができ
た。

19 障がい児教育支援事業

支援学級における、障がいのある
園児・児童・生徒に介助員を配置
し、適切な指導及び必要な支援を
行います。

Ｂ
優秀な人員の確保や、研修を行い、介助の方法等、支
援の充実を図る。

継続

幼稚園及び小中学校支援学級に学校園介助員を配
置し、障がいのある園児・児童・生徒に必要な支
援を行う。
子ども一人ひとりに応じた適切な介助や教育的支
援を行うため、計画的にテーマを設定し、研修を
実施する。
研修内容や意見・感想は学校に周知し、介助員が
より働きやすく、また能力を発揮できる環境の整
備を進める。

学校教育課

20 学習支援員配置事業

障がい児教育支援事業に加え、通
常の学級におけるＬＤ（学習障
害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障
害）、高機能自閉症等の発達障が
いの可能性のある児童・生徒に学
習支援員を配置し、適切な学習支
援を行います。

Ｂ

幼稚園・小学校・中学校に学校園介助員を配置
し、個別の支援が必要な幼児や、支援学級在籍
の児童・生徒に必要な介助を行うことができ
た。
学校園や保護者からは、介助員数増員の要望が
あった。

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況 担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針
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【評価基準】

４　子どもの安全の確保対策の充実
Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

- 6,821

5,818 5,779

- 1,082

433 1,075

- 2,759

- 2,724

- 67,651

39,817 57,488

基本目標３　安心して子どもを産み、育てることができる環境づくり

１　母子の健康の確保

- -

- -

- -

- -

- 44

42 44

公園の遊具施設の点検を行い、必要な補修等を
行った。また、公園の効率的な維持管理を行う
ため、長寿命化計画に基づき、はつめ公園他10
公園の遊具更新工事を行った。

対象者３０９人中、２９４人に訪問が実施で
き、育児相談や子育て情報を提供できた。ま
た、８人とは保健センターの育児相談などで面
接でき、医療機関フォロー中２人、転出５人。

出生児のうち第１子保健センター保健師等が、
第２子以降は子育て総合支援センター保育士等
が訪問することで、母子保健から子育て支援へ
のつなぎがスムーズに行えた。

３０７人に母子健康手帳を発行し、妊娠に係る
正しい知識を普及・啓発した。

スクールガード・リーダー（警察官ＯＢ、青少
年指導員）により、年間３００回、１日４時
間、小学校９校の登下校時の通学路を中心に見
守り活動を実施し、児童の登下校時の安全が確
保された。また、児童の登下校の状況や通学路
の危険箇所・場面について、学校と地域で情報
共有することができた。その情報は通学路交通
安全プログラムにも反映された。

妊娠に係る正しい知識を普及・啓発すると共に、
支援が必要な妊婦を早期に発見し支援を開始する
ことができるように専門職が面接し、母子健康手
帳を発行する。

29

A
長期に里帰りする家庭や海外在住など、連絡がつかな
い場合もある。

継続

30 母子健康手帳発行
妊娠中の適正な食生活や体重管
理、禁煙、禁酒等の妊娠に係る正
しい知識を普及・啓発しています。

A
妊娠期から子育て期に至る切れ目のない支援を実施す
るために、支援の必要な妊婦を早期に把握し支援を開
始する必要がある。

継続

こんにちは赤ちゃん事業

出生児のうち第１子については保
健師または助産師、第２子以降に
ついてはこんにちは赤ちゃん事業
訪問員が家庭訪問し、育児相談や
地域における子育て情報を提供し
ています。

27 保育所における防犯対策
防犯カメラを公立３保育所に設置
し、不審者の侵入抑止等を行いま
す。

A

乳幼児健診までの間に育児相談や子育て情報を提
供することで、保護者の育児不安の軽減につなが
ると考えられ、また早期に訪問することで支援が
必要な家庭の把握もできるため、今後も家庭訪問
を継続していく。

健康増進課

A

こども家庭課

平成２７年度策定の長寿命化計画により３０カ所の都
市公園について、各公園の遊具等施設ごとに、Ａ～Ｄ
の４段階のランク付けを実施し、状態の悪い設備のあ
るはつめ公園他１０か所を選定しました。今後も状態
の悪い設備のある公園から順次遊具修繕を行ってい
きます。

土木管理室

子どもの登降所時のみならず、所外保育時や不審者侵
入時など生活の様々な場面での防犯対策のリスクを考
慮していく必要がある。

継続
引き続き、登降所時の安全見守りや所内での不審
者対応の防犯訓練を実施し、子ども達の安全で安
心して生活できる場を確保していく。

こども家庭課
市職員による訪問となったため、ボランティアが参画
していた時のアンケートを中止し、訪問時の聞き取り
評価に変更した。

継続
今後も専門職によるアウトリーチ型の子育て支援
訪問として、育児不安やストレスを軽減できるよ
う取り組む。

防犯カメラの設置だけでなく、シルバー人材セ
ンターと保育所案内業務を委託契約し、登降所
時の子どもの安全見守りのために人員を配置し
た。また、各所内において不審者侵入時の防犯
訓練を実施した。

教育総務課

26 スクールガードリーダー推進事
業

警察官ＯＢによる小学校の登下校
の見守り活動の実施や、その専門
性を活かして、交通安全面に加
え、不審者対応面においても通学
時の危険箇所を把握し、学校と連
携することにより、子どもの通学時
の安全を確保します。

Ｂ

平成２８年度は整理統合による通学路の大幅な変更に
ともない下荘小学校にスクールガード・リーダーを重
点配置したが、その分他の小学校８校には、１校につ
き月２回程度しか見守り活動を行うことができなかっ
た。
平成２９年度にはさらに東鳥取小学校が整理統合され
るため、増加する通学路の危険に対してスクールガー
ド・リーダーを重点配置し、登下校時の子どもの安全
を確保することが課題である。

継続

児童の安全を確保するために、警察官ＯＢの専門
性や地域の青少年指導員としての経験を活かし、
交通安全とともに不審者等の通学路の危険個所を
把握し、学校と情報共有を行う。
児童の通学の様子で気になる点をまとめ、学校や
地域の見守り隊とともに共有することを通して、
学校と地域が連携した見守り体制の強化を図ると
ともに、自分の身を自分で守れるよう、子どもた
ちが交通ルールを遵守する意識の向上を図る。

学校教育課

子どもたちの安全対策に関する他事業との連携を図る
ことや、人員の維持確保が必要である。

継続

関係機関と調整を図りながら、受付員を配置し、
安全確保に努める。また、研修等を実施し、子ど
もたちの安全を守るという意識を向上し、必要な
対応ができるよう図っていきたい。

25 幼稚園・小学校安全対策事業

校園内における子どもたちの安全
確保を図るため、各幼稚園・小学
校にスクールサポーターを配置し、
不審者の侵入抑止等を行います。

A

各園・各小学校の入口に受付員を配置し、不審
者侵入の抑制に努め、子どもたちの安全確保を
図ることができた。さらに、保護者、地域住民
と連携し、子どもの安全を守るという意識を向
上させることができた。
幼稚園　事業費１，４７２千円
　　　　回数１，２７４回
小学校　事業費４，３０７千円
　　　　回数３，３３６回

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見

28 公園維持管理事業

担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

指摘事項への対応状況

緑のある生活環境及び安心して遊
べる環境づくりのため、公園の適
切な維持管理を行います。

A
児童遊園（小規模な公園）（６７箇所）の維持管理の
（草刈等）のコスト収縮の方法及び児童遊園そのもの
の必要性が課題となっている。

継続
公園の効率的な維持管理を行うため、国の交付金
を活用し、長寿命化計画に基づき、公園遊具等の
補修を行う。

はつめ公園他１０公園の選定基準はあるでしょうか。

健康増進課
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【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

- 36,338

34,548 32,535

- 2

- 1

- 8,004

7,852 7,571

- 454

471 454

- 73,382

73,535 72,318

- 48

128 40

- -

- -

- 156,611

100,858 135,056

１人当たり１１６，８４０円分の妊婦健康診査
受診券を発行し、延べ５，８２９人の妊婦健康
診査費用を助成した。

年３回、５３人の参加があり、妊娠期に必要な
情報を提供できた。また家族に対しては育児協
力の必要性を伝えることができた、

医療費助成の対象を中学校卒業年度末まで拡大
（入院は平成26年4月から、通院は平成28年7月
から）し、対象者を適切に把握するとともに、
子ども医療証を交付した上で、医療費の一部負
担金の一部を助成した。

健康増進課

38
乳幼児等医療費助成事業

（平成28年7月～子ども医療）

乳幼児（※）に係る医療費の一部
を助成しています。

※平成28年7月～中学校卒業年度
末までの子ども

A

子ども医療費助成制度については、全国的に実施され
ているが、国によって制度化されておらず、各自治体
において、対象年齢が異なっている。子ども施策の重
要な施策にも関わらず、子育て部署でなく、担当窓口
が異なっている。

継続

国へは、引き続き、国制度の創設を求め、大阪府
には医療費助成事業費補助制度の対象者の拡大を
継続して要望する。また、大阪府下の各自治体の
動向を注視する。さらに、子ども施策の重要施策
として担当部署の検討を行う。

保険年金課

家庭内で起こる事故が多いため、事故予防に対する意
識を向上させ、予防する必要がある。

継続

家庭訪問や健診、親子登園の機関を通じ、事故予
防に対する正しい知識の普及啓発を行う。また、
万が一事故が起きてしまった時の対象方法の啓発
として泉州南消防組合の協力のもと、乳幼児心肺
蘇生講習会を継続していく。

37 子どもの事故予防

幼児期の死因の第１位である「不
慮の事故」を予防するために、健
診時の普及啓発や泉州南消防組
合阪南消防署と連携し、乳幼児心
肺蘇生法講習会を実施していま
す。

A

家庭訪問や乳幼児健診時、親子登園等で事故予
防について啓発するとともに、泉州南消防組合
阪南消防署と連携し、乳幼児心配蘇生法講習会
を実施し、１２人の参加があった。

健康増進課

36 離乳食講習会
ぱくぱく幼児食教室

「阪南市食育推進計画」に基づき、
健全な食生活の推進に取り組みま
す。

A
情報の氾濫により正しい知識を得ることが困難になっ
ている。

継続
幼少期から健全な心身を培い、豊かな人間性を育
むために必要な食育を推進し、今後も食に関する
事業を継続していく。

健康増進課

予防接種の種類が増えており、接種スケジュールが複
雑になっている。

継続

家庭訪問や健診、親子登園の機会を通じて予防接
種の啓発や接種勧奨、接種方法の説明を行うと共
に、伝染性の疾病の発生を予防できるよう事業を
継続していく。

35 予防接種事業
伝染のおそれがある疾病の発生
及びまん延を予防するために、予
防接種を実施しています。

A

ヒブ感染症・小児の肺炎球菌感染症・Ｂ型肝
炎・四種混合・不活化ポリオ・麻しん風しん・
水痘・日本脳炎・二種混合・ヒトパピローマウ
イルスの予防接種については医療機関での個別
接種、ＢＣＧについては保健センターでの集団
接種により延べ８，１２４人に予防接種を実施
した。

離乳食講習会を６回開催し、延べ７３人の参
加、ぱくぱく幼児食教室を４回実施し、延べ３
４人の参加があり、健全な食生活の推進に努め
た。

健康増進課

34 歯科疾患予防事業

歯科医師、歯科衛生士による、口
腔内診査、保健指導、むし歯予測
テスト及びフッ素塗布を実施してい
ます。

A
就労等の関係で、日程が合わず、来所困難な人もい
る。

継続

歯科疾患予防への意識を高め、健康管理を行い、
健やかな成長発達を促すために歯科疾患予防事業
を実施する。また、日程が合わない場合はかかり
つけ歯科医の紹介などを行い、歯科疾患予防がで
きるよう努める。

健康増進課

就労等の関係で、日程が合わず、乳幼児健康診査を受
診できない人もいる。

継続

疾病の早期発見・早期治療や発育発達の確認及び
育児支援のため、乳幼児健康診査を実施してい
く。また、受診できない場合も、家庭訪問等によ
り子どもの安全確認を行う。

33 乳幼児健康診査

乳幼児期の疾病の早期発見・早期
治療や発育・発達の確認及び育児
支援のため、健康診査（乳児一
般、４カ月児、乳児後期、１歳７カ
月児、３歳６カ月児、すくすく）を実
施しています。

A

歯科疾患予防のため３５９人にむし歯予測テス
ト、６３５人にフッ素塗布、保健指導を行っ
た。

乳児一般（２７２人）、４カ月児（３０４
人）、乳児後期（２９８人）、１歳７カ月児
（３５９人）、３歳６カ月児（３７１人）に健
康診査を実施し、乳幼児期の疾病の早期発見・
早期治療や発育・発達の確認、育児支援を行っ
た。また、経過観察健診としてすくすく健診
（６５人）を行った。

健康増進課

32 Welcome！赤ちゃん

妊娠期の母、父、家族を対象に、
胎児の成長説明、沐浴実習、妊婦
疑似体験、栄養や虐待防止講話を
実施しています。

A
核家族化等の理由により、子育ての孤立化が問題と
なっている。また、情報の氾濫により、正しい知識を
得ることが困難になっている。

継続

育児の孤立化を防ぎ、家族で育児に取り組めるよ
う、広報への掲載や母子健康手帳発行時の説明な
どで事業案内を行い、今後も事業を継続してい
く。

健康増進課

経済的理由により、妊婦健康診査を受けずに出産する
ことのないように、妊婦健康診査に係る費用負担の軽
減を継続する必要がある。

継続

妊娠中からの健康管理を促し、母子ともに健やか
な出産・育児に迎えるよう妊婦一般健康診査の重
要性や費用助成制度の周知をはかり、費用助成を
継続していく。

31 妊婦一般健康診査
母体や胎児の健康を確保するた
めに、健康診査費用を一部助成し
ています。

A

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

指摘事項への対応状況 担当課
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【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

- 2,009

1,003 1,597

- 2,355

2,126 2,128

- 24,752

22,865 22,653

２　仕事と子育ての両立支援の推進

- 33,886

27,732 26,045

- 1,473

1,473 1,473

- 3,865

2,707 2,425

- 7,835

7,778 5,191

未熟児で一定の症状を有し、入院治療が必要な
場合に、一部負担金の助成を適切に実施するこ
とができた。

小児救急医療支援事業として費用負担を行うこ
とで休日７２日、夜間３６５日、年間４３７日
の医療が確保できた。

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

こども家庭課

体調不良児対応型については看護師の恒常的な人員確
保が難しく、病院等に併設された施設において事業実
施する病児・病後児対応型については、協力を得られ
る事業所の確保が困難である。

継続 看護師の恒常的な確保に努める。44 病児・病後児保育事業

病児・病後児について、病院・保育
所等に付設された専用スペース等
において、看護師等が一時的に保
育等を実施します。

Ｂ

保育中に体調不良となった場合に保護者が迎え
に来るまでの間、緊急的な対応として専用ス
ペースでの確保や看護師を配置しての一時的な
対応(保育)を行う。延べ475人

41 小・中学校保健事業
児童・生徒の健康保持増進を図る
ため、学校医・学校歯科医による
健診等を実施します。

A

こども家庭課

Ｂ

全国的な保育士不足により、預かり保育指導員の確保
が課題である。預かり保育を利用する園児が多い日に
は、２名体制で実施しているが、指導員が確保できな
い場合には、別の業務を行う教諭や講師が代わりに預
かり保育を行わざるを得なかった。

継続

安全安心な預かり保育の実施のため、必要な場合
に指導員２名体制で預かり保育が行えるように積
極的に広報を行い、人材の確保に努める。
長期休業中の登園日に預かり保育を実施するな
ど、保護者ニーズに沿った実施日を検討する。

学校教育課

一時預かり事業に対応するための保育教諭の人材確保
が必要。利用ニーズに対応できる事業所の確保が課
題。

継続
保育教諭の確保に努めると共に、実施事業所につ
いては、新たな事業所の確保にも努める。

各園において、毎日預かり保育を実施し保護者
の子育て支援として、大きな役割を果たした。
ただ、預かり保育指導員の配置が十分すること
ができず、多人数の園児を預かる場合には、教
職員が預かり保育を行っていた。

学校医・学校歯科医による学校健診や、業者委
託による各種検診、また、学校薬剤師による各
種環境測定を適切に実施した。

やむを得ない理由により、保育必要量を超過し
て児童を預けられる環境を整えている。

突発的な事情により一時的に保育が困難となる
場合や核家族化や地域のつながりの希薄化など
により育児疲れによる保護者の心理的・身体的
負担を軽減するための支援として行った。
延べ利用数　２５人

39 未熟児養育医療給付事業

未熟児で一定の症状を有し、医師
が入院養育を必要と認めた者に対
して、医療費の一部を助成してい
ます。

A

一時預かり事業
（預かり保育）

家庭において保育を受けること
が一時的に困難となった乳幼児
について、主として昼間におい
て、認定こども園、幼稚園、保
育所等において一時的に預か
り、必要な保護を行います。

43

Ｃ

教育総務課

42 時間外保育事業

保育認定を受けた子どもについ
て、通常の利用時間以外の時間に
おいて、認定こども園、保育所等に
おいて保育を実施します。

Ｂ
就労形態の多様化により、今後も需要が増えることが
予測される。また、時間帯によっては人員体制が手薄
になることもあり人員の確保が重要である。

継続
保育に必要な人員の確保等、需要に対応できる体
制づくりを検討していく。

こども家庭課

学校で安心して過ごせるようアレルギー対策などの周
知と連絡体制の強化を図る必要がある。

継続
引き続き、学校検診や環境検査を適切に実施し、
各種研修を通じて児童生徒や教職員の意識の向上
や理解を深めていく。

小児救急医療及び休日夜間にお
ける重症救急患者の医療の確保
のため、輪番制病院で運営するた
めの費用の一部を負担していま
す。

Ｂ
市独自で十分な医療を確保することが困難であるた
め、輪番制病院運営の費用負担を継続する必要があ
る。

継続
小児救急医療の確保のために小児救急医療支援事
業として輪番制病院の運営費用の一部負担を継続
していく。

健康増進課

給付のためのシステム化がはかられていない。 継続
引き続き適正で円滑な実施に努め、未熟児に要す
る医療費の一部負担金の軽減をはかる。

事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況 担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

保険年金課

40 小児医療等の充実

ＮＯ
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【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

‐ 6,549

3,313 2,856

‐ 100

66 -

- 7,497

5,980 7,132

- -

- -

３　親・家庭が学び、育つ環境づくり

- -

- -

－ 74

74 74

- -

- -

利用者支援事業の実施なし。

こども家庭課

テーマ設定において現在求められているもののニーズ
の把握と小さい子供を連れた保護者の参加には車で来
館される方が多くみられるため、駐車スペースの確保
が問題である。

継続
阪南市域を中心に泉州地域に特化したものや全国
的な課題等に基づく適切なテーマ設定を目指す。

「子育てと自分育てを楽しむ講座」として乳幼
児から思春期までを見据えた講座を４回開催し
た。昨年よりも多い参加者があり、参加者の希
望に沿った講座が実施できたと考える。

社会福祉協議会と共催で開催し、地域の子育て
支援者の他、一般の参加者も募り実施した。50 地域子育てスキルアップ講座

地域の子育て支援者を対象にした
講座を開催し、各関係機関と連携
を図り、子育て支援及び支援体制
の強化に繋げます。

Ｂ
地域の子育て支援者の高齢化、また毎回同じ参加者が
多く、次代の担い手が課題。

継続

連続講座は引き続き開催するが、内容については
現地見学などニーズに応じて工夫する。交流会で
は支援者同士の情報提供の場をもち、繋がりを広
げられるようにする。

こども家庭課

49

A 講座の内容により、参加人数に偏りがでる事もある。 継続

引き続き、子育てに意欲がもてるような講座を開
催・提供していくと共に、講座講師には市職員や
市民の協力も得ながら、協働で進めていけるよう
取り組む。

こども家庭課

A

関係各課との調整を行い、体制を整えていく必要があ
る。

継続
近隣の状況を踏まえ、関係課とも情報を共有し母
子保健型での対応を検討していく。48 利用者支援事業

子ども又はその保護者の身近な場
所で、教育・保育施設や地域の子
育て支援事業等の情報提供及び
必要に応じ相談・助言等を行うとと
もに、関係機関との連絡調整等を
実施します。

Ｄ

生涯学習推進室

子育て講座

子育て中の親などに対し、育児
に対する不安や問題軽減のた
め、子育て及び子育て支援に関
する講座を実施します。

毎月１回、子育てのヒントや知識につながる内
容の講座や、保護者のリフレッシュ講座も開催
した。
また、土曜日の講座開催では、父親参加にもつ
ながった。

こども家庭課

47 男女共同参画推進事業

平成２６年４月、阪南市男女共同
参画推進条例が施行。市民や教
育関係者、事業者に対し、条例の
周知を図ります。

A

平成２８年度に「男女共同参画に関する市民意識調
査」を実施して、市民の実態やニーズを把握・分析
し、社会情勢の変化や新たな課題にも対応した「阪南
市男女共同参画プラン（第３次）」を策定した。平成
２９年度からは新プランについて、全庁的な共通理解
に基づき取り組む必要がある。

継続

平成２９年度からの「阪南市男女共同参画プラン
（第３次）プラン」について、男女共同参画推進
委員会、本部会議等を活用し、全庁的に共通理解
を図りながら、取り組みを進める。

人権推進課

宿泊可能な児童養護施設が近隣になく、岸和田市や和
泉市の施設と契約している。利用するためには保護者
の送迎が必要なため、利用しづらい状況となってい
る。

継続 現行施設との契約を継続する。46 子育て短期支援事業

保護者の疾病等の理由により家庭
において養育を受けることが一時
的に困難となった児童について、
児童養護施設等に入所させ、必要
な保護を行う事業（短期入所生活
援助事業（ショートステイ事業）及
び夜間養護等事業（トワイライトス
テイ事業））です。

Ｂ

毎年施設との契約を行い、利用相談も数件はあ
るものの、これまで要保護児童の利用実績があ
るのみで、平成２８年度は利用実績はゼロと
なった。

６月の男女共同参画月間に広報誌に特集記事を
掲載し啓発を図るとともに、男女共同参画推進
条例の内容を記載したリーフレットを講演会や
会議等の機会を捉えて配布し周知を図った。
阪南市男女共同参画プラン（第３次）を策定し
た。

45 ファミリー・サポート・センター事
業

乳幼児や小学生等の児童を有す
る子育て中の保護者を会員とし
て、児童の預かり等の援助を受け
ることを希望する者と当該援助を
行うことを希望する者との相互援
助活動に関する連絡、調整を行い
ます。

A
サービスのハードユーザーの有無によりサポート実績
の変動が大きい。

継続
平成３０年度には平成３１年度からの委託事業と
してのプロポーザルを実施予定。

こども家庭課
少子化にもかかわらず、会員数が安定的に推移
している。

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況 担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針
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【評価基準】

Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- - 市民福祉課

－ 380

380 380

- -

- -

－ 234

71 94

－ 460

403 334

－ 115

115 46

お子さんのための総合相談会

家庭生活・集団生活で気になる
行動を見せる子どもにかかる相
談会（診断、医療相談、福祉
サービス相談、療育、日常生活
相談、学校、教育に関する相
談）、年４回実施しています。

言語相談を年間４回開催し、延べ４人に対して
言葉や発音、吃音等に関する個別相談を行っ
た。

子どもの発達や育児に関する個別
相談を実施しています。

言語相談
言葉や発音、吃音等に関する個別
相談を実施しています。

相談会を実施し、関係機関が連携して対応し
た。

のびのび相談を年間６１回開催し、延べ１０４
人に対して子どもの発達や育児に関する個別相
談を行った。

年間１２回（月１回）赤ちゃん相談を開催し、
６６３人の利用があった。うち、３回はボラン
ティアの協力を得て絵本の読み聞かせを行っ
た。

幼稚園の親子登園や地域で行っている子育て事
業等に年間３０回出向き、健康教育を行った。

A

計画通り年４回の相談会を実施した。１件の相
談を受け、各関係機関等につなげた。

相談会を実施し、相談内容に応じて関係機関が
連携して対応した。

健康増進課

51

相談者数が減少している。 見直し
専門職への相談機会を確保しつつ、必要回数等に
ついて検討していく。56

核家族化等により育児について身近に相談できる人が
いない、子育ての孤立化が問題となっている。

継続
育児不安の解消ができるよう、保健師・管理栄養
士・歯科衛生士等の専門職による育児相談を継続
していく。

健康増進課

55 のびのび相談

52 赤ちゃん相談

母親の育児不安解消のため、保健
師・栄養士・歯科衛生士による育
児相談を実施しています。（ボラン
ティアの協力を得て、絵本の読み
聞かせ・わらべうた遊びも併設）

発達に関する相談件数が増加している。 継続
子どもの発達や育児に関する心配事を個別で相談
に応じ、適切な情報を提供することで、子どもの
健やかな育ちを促せるよう事業を継続していく。

A

A

必要な情報を提供し、相談を受けることで育児不
安を軽減できるよう、家庭訪問を継続していく。

健康増進課

核家族化等により育児について身近に相談できる人が
少なくなっており、子育ての孤立感や負担感が解消・
軽減しづらい状況になっている。

継続

こども家庭課
他に相談できる機会等が増加してきたことで、相談者
数が減少している。

終了
関係機関と協議しながら本事業のあり方を検討し
ていく。また、関係機関との連携は必要に応じて
引き続き連携していく。

Ｂ

こども家庭課記載のとおり（福祉サービス相談
については、こども家庭課相談に含まれる。）

54 家庭訪問事業
妊娠期から乳幼児期において、保
健師・助産師が家庭訪問する相談
を実施しています。

A
保健師・助産師が妊産婦延べ１９８人、乳幼児
延べ３６４人に家庭訪問し、育児相談や保健指
導を行った。

健康増進課

53 地域健康教育

保育所や幼稚園、地域子育て事業
等に出向き、むし歯予防や予防接
種の接種勧奨等の健康教育を実
施しています。

A
情報の氾濫により、正しい知識を得ることが困難に
なっている。

継続
地域での集まりに出向き、身近な場所で健康教育
を行うことで正しい知識を普及啓発していく。

健康増進課

学校教育課

Ｂ 相談者数が減少している。 終了
各関係機関における相談体制の充実を図り、必要
に応じて連携していく。

健康増進課

相談に来られる方が少ない。市役所や学校園など相談
機関が多くなり、気になったときにタイムリーに相談
できる体制が整ってきたと考えられる。

終了

インターネット等により情報を得やすくなったこ
とや、各機関による相談体制が充実してきたた
め、本事業については廃止の方向で考える。た
だ、各機関の連携会議は継続し、各機関における
相談体制の充実を図る。

Ｂ

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

担当課ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針
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【評価基準】

４　地域の子育て支援体制の充実
Ｃ：計画通り実施できていない
Ｄ：未実施

当初予算額
（千円）

決算額
（千円）

－ 3,409

3,496 3,346

－ 1,955

1,871 1,955

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- 160

188 158

園庭開放（保育所（園）、幼
稚園）

子育て家庭を対象として、遊び
の場の提供、育児不安等につい
ての相談を実施します。

親子教室事業は、年間310組の募集に対して323
組の応募があった。
にこにこルームは、前年度の約2割増の利用者
があった。
地域の子育て支援のサークルと連携し、協働で
事業開催も行っている。
子育て情報の提供
おやこであそぼうカレンダー（2カ月に1回発
行）
広報はんなんや、市ウェブサイトなど

少子化による影響はあるものの、ＮＰＯ法人へ
の委託事業として、安定した利用者数を維持
し、イベント等への取り組みにも熱心である。

各保育所において、5月～2月（１～2回/月)実
施。
公立(3所)…大人257名・子ども334名
　　　　　　延べ591名・243組
私立(4園)…大人539名・子ども615名
　　　　　　延べ1,154名・544組

毎月全ての園で実施したが、保育ニーズの増大
にともない、参加者が減少し続けている。

A

A

59

図書館

ブックスタート事業のボランティアスタッフの継続確
保。
※平成28年度末、諸事情によりスタッフをやめる方が
多かったが、ほぼ同数の新規応募があったため、現在
は充足している。

継続
子育て支援の一環として、引き続き実施してい
く。61 ブックスタート事業

赤ちゃんの心と言葉を育むため、４
カ月児健康診査時に絵本１冊と図
書館利用案内、地域の子育て情報
が入った「ブックスタートパック」を
手渡し、説明します。フォローアッ
プとして、乳幼児と保護者対象の
「おひざにだっこのおはなしかい」
で絵本の読み聞かせやわらべ歌
遊びの紹介をします。

A

ブックスタートパック配布数307
　　　　　　　　　　　　　　（配布率100%）

おひざにだっこのおはなしかい
　実施回数　24回
　参加親子数　180組

学校教育課

様々な取組やウェブサイトでの周知など工夫をしてい
るが、参加者数が減少している。保護者、子どもたち
にとって参加しやすい日程を設定することや、ホーム
ページや広報誌等を活用し、さらに広く周知する必要
がある。

継続

各幼稚園が保護者にとって参加しやすいよう、日
程をあらかじめ市のウェブサイトや広報誌、園だ
より等で広く周知して実施する。

こども家庭課

60 親子登園（幼稚園）
幼稚園での親子のふれあいと他の
親子との交流を図ります。

Ｂ

様々な取組やウェブサイトでの周知など工夫をしてい
るが、参加者数が減少している。保護者、子どもたち
にとって参加しやすい日程を設定することや、ホーム
ページや広報誌等を活用し、さらに広く周知する必要
がある。

継続

日程をあらかじめ市のウェブサイトや広報誌、園
だより等で広く周知して実施する。ＮＰＯや民生
児童委員等と連携して、子どもたちが楽しめると
ともに、保護者同士がつながることができる場と
なるような活動を行う。保健センターと連携し、
保護者の健康面をはじめいろいろな不安を解消で
きるように取り組む。幼稚園での生活や行事など
について紹介する時間を毎月設け、入園時の不安
を解消し、幼稚園の良さを周知することにつなげ
る。参加者にアンケートを実施し、取組内容の見
直しに活かす。

5月から体験入園を実施し、幼稚園での生活や
活動について周知する機会を増やした。また、
ＮＰＯや民生児童委員等との連携を行う中で、
保護者同士が交流でき、子どもたちが幼稚園に
慣れ親しむ機会として有効であった。保健師と
の連携により、保護者の子育て不安の解消にも
役立った。ただ、保育ニーズの増大にともな
い、参加者が減少し続けている。

公立での実施の場合、駐車場がほとんどなく参加者の
低迷につながっている傾向がある。

継続
可能な形で保育所の近くで駐車場を確保して継続
していく。

こども家庭課

Ｂ

子育て支援に関わる主要な団体が１団体しかなく、保
護者の選択肢が少ない。

継続
平成３０年度には平成３１年度からの委託事業と
してのプロポーザルを実施予定。

学校教育課

58 つどいの広場

子育て中の親子が気軽につどい、
うちとけた雰囲気の中で交流でき
るつどいの場を提供する事業。子
育て・悩み相談や、地域の子育て
関連情報を提供します。

57 地域子育て支援拠点事業

子育ての支援拠点として、にこにこ
ルームや親子教室などの子育て
支援のための事業を実施します。
また、子育て支援の団体やサーク
ル等との連携を図り、子育て家庭
へ活動情報等を提供します。

A
親子教室アンケートから、親子教室への満足度は高い
が、利用者の要望に限られたスタッフで対応しきれて
いない。

継続

利用者のニーズや要望を検討し、事業の見直しを
行いながら引き続き継続。
地域の子育て支援団体等と連携し、市民への情報
提供に努める。

利用者のニーズや要望はどんなものがありますか。

親子教室については、以前は子どもの年齢によりベ
ビー教室とくらぶ教室の２段階で実施していました
が、同年齢同士での教室の開催希望が参加者より多
数あり、３段階の交流に変更しました。開催回数増の
要望も多く、親子教室以外にも地域子育て支援セン
ターで実施している事業やつどいの広場、地域での
サークル等の実施事業の周知を行っていきます。

こども家庭課

担当課

評価 評価の理由 今後の予定 取り組み方針

Ａ：計画通り実施した
Ｂ：概ね計画通り実施した

ＮＯ 事業名 事業概要（Ｐ）
平成２７年度

決算額
（千円）

平成２８年度の状況（Ｄ）

課題（Ｃ）

平成３０年度への方向性（Ａ）

委員等の意見 指摘事項への対応状況
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